
公益財団法人 テクノエイド協会 

ロボット介護推進プロジェクト 

◆東京会場 平成２６年６月 ９日（月） ＴＯＣ有明 

◆神戸会場 平成２６年６月１１日（水） 兵庫県立福祉のまちづくり研究所 

◆福岡会場 平成２６年６月１３日（金） 福岡市介護実習普及センター 

◆札幌会場 平成２６年６月１７日（火） ＴＫＰ札幌駅カンファレンスセンター 

１．展示説明会の開催趣旨 
 

２．高齢者介護の現状、介護ロボットに関する取り組み 
  → ロボット介護機器開発・導入促進事業（経産省） 

  → 福祉用具・介護ロボット実用化支援事業（厚労省）    

  → ロボット介護推進プロジェクト（経産省） 
 

３．ロボット介護推進プロジェクトの活用 
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（１）2010年から2025年までの15年間で、65歳以上の 高齢者は約709万人増加。社会全体の高齢化率（総人口に

占める高齢者の割合）が23％から30％に大幅上昇。 

（２）団塊の世代が一挙に高齢者になり、2012～2014年には毎年100万人以上高齢者が増加。 

（３）介護職員の数も2010年の150万人から、2025年には240万人が必要。 

（４）7割が腰痛を抱えるという現場の負担軽減が必要。 

介護現場の課題 

（%） 日本の高齢者人口と高齢化率 

（万人） 

ロボット介護機器が期待される背景 

高齢者数の崖 
2025年問題 



資料 高齢者白書2012 

ロボット介護機器が期待される背景 

世界に先駆けて 
日本が介護のあり方を 
構築する立場にある 



介護サービス量と給付費の将来見通し 

657万人（1.5倍） 
• 介護予防・重度化予防により全体として3％減 
• 入院の減少（介護への移行）：14万人増 

463万人分（1.5倍） 

40万人分（7.6倍） 
 

15万人分（－） 

62万人分（1.9倍） 

24万人分（1.5倍） 
37万人分（2.2倍） 

133万人分（1.4倍） 

73万人分（1.4倍） 
（うちユニット51万人分（70％）） 

60万人分（1.3倍） 
（うちユニット29万人部（50％） 

663万人（1.5倍）   

447万人分（1.4倍） 

8万人分（1.5倍） 
 

― 

52万人分（1.6倍） 

25万人分（1.6倍） 
27万人分（1.6倍） 

164万人分（1.7倍） 

87万人分（1.7倍） 
（うちユニット22万人分(26％）） 

76万人分（1.6倍） 
（うちユニット4万人分（5％）） 

○ 現状の年齢階級別のサービス利用状況が続いたと仮定した場合（現状投影シナリオ）に比べ、改革シナリオでは在宅・居
住系サービスを拡充。      ※2025年度は社会保障に係る費用の将来推計について（平成24年３月）  

利用者数              452万人 

在宅介護 

 うち小規模多機能 
うち定期巡回・ 
随時対応型サービス 

320万人分 

5万人分 
 

― 

居住系サービス 

 特定施設 
 グループホーム 

33万人分 

16万人分 
17万人分 

介護施設         

  特養 
  

 老健（＋介護療養） 

98万人分 

52万人分 
（うちユニット13万人（26％）） 

47万人分 
（うちユニット2万人（4％）） 

2012年度 
2025年度 

（現状投影シナリオ） 
2025年度 

（改革シナリオ） 

介護職員 149万人  237～249万人 

介護費用  ８．９兆円 ２１兆円 

第１号保険料（月額） 約4,972円 約８，２００円 



① 65歳以上の高齢者数は、2025年には3,658万人となり、2042年にはピークを迎える予測（3,878万人）。  
  また、75歳以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。  

2012年８月 2015年 2025年 2055年 

65歳以上高齢者人口（割合） 3,058万人（24.0%） 3,395万人（26.8%） 3,658万人（30.3%） 3,626万人（39.4%） 

75歳以上高齢者人口（割合） 1,511万人（11.8%） 1,646万人（13.0%） 2,179万人（18.1%） 2,401万人（26.1%） 

② 65歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ
以上の高齢者が増加していく。 

④ 75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の高齢化の状況は異なるため、各地域
の特性に応じた対応が必要。 

（万人） 

（1,000世帯） 

「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢
者数の推計（括弧内は65歳以上人口対比） 

世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計 

 

今後の介護保険をとりまく状況について 

280万人 

（9.5％） 

345万人 

（10.2％） 
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2010年 
＜＞は割合 

58.9万人 
＜8.2%＞ 

56.3万人 
＜9.1%＞ 

79.4万人 
＜8.8%＞ 

84.3万人 
＜9.5%＞ 

66.0万人 
＜8.9%＞ 

123.4万人 
＜9.4%＞ 

25.4万人 
＜14.9%＞ 

11.9万人 
＜16.6%＞ 

18.1万人 
＜15.5％＞ 

1419.4万人 
＜11.1%＞ 

2025年 
＜＞は割合 
（ ）は倍率 

117.7万人 
＜16.8％＞ 
（2.00倍） 

108.2万人 
＜18.1%＞
（1.92倍） 

148.5万人 
＜16.5%＞ 
（1.87倍） 

152.8万人 
＜18.2%＞ 
（1.81倍） 

116.6万人 
＜15.9%＞ 
（1.77倍） 

197.7万人 
＜15.0%＞ 
（1.60倍） 

29.5万人 
＜19.4%＞ 
（1.16倍） 

13.7万人 
＜22.1%＞ 
（1.15倍） 

20.7万人 
＜20.6%＞ 
（1.15倍） 

2178.6万人 
＜18.1%＞ 
（1.54倍） 

（％） 
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世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数 

世帯主が65歳以上の単独世帯数 

世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合 

③ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく。  



 

民間企業・研究機関等 
 
 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 

○日本の高度な技術を活用し、高齢者や介
護現場の具体的なニーズを踏まえた機器
の開発支援 

 

介護現場 
 
 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 

○開発の早い段階から、現場のニーズの伝
達や試作機器について介護現場での実証
(モニター調査・評価) 

機器の開発 介護現場での実証等 

【経産省中心】 【厚労省中心】 

（開発等の重点分野） 経済産業省と厚生労働省において、重点的に開発支援する分野を特定（平成２５年度から開発支援） 

 ○移乗介助（１）  

・ロボット技術を用いて介助者のパワーアシストを
行う装着型の機器 

○移乗介助（２）  

・ロボット技術を用いて介助者による抱え上げ動作
のパワーアシストを行う非装着型の機器 

○移動支援（１）  

・高齢者等の外出をサポートし、荷物等を安全に運
搬できるロボット技術を用いた歩行支援機器 

○排泄支援  

・排泄物の処理にロボット技術を用いた設置
位置調節可能なトイレ 

○認知症の方の見守り（１）  
・介護施設において使用する、センサーや外
部通信機能を備えたロボット技術を用いた
機器のプラットフォーム 

介護ロボットの開発支援について 

連携 

○移動支援（２）  

・高齢者等の屋内移動や立ち座りをサポートし、特
にトイレへの往復やトイレ内での姿勢保持を支援
するロボット技術を用いた歩行支援機器 

○認知症の方の見守り（２）  

・在宅介護において使用する、転倒検知セン
サーや外部通信機能を備えたロボット技術
を用いた機器のプラットフォーム 

○入浴支援  
・ロボット技術を用いて浴槽に出入りする際
の一連の動作を支援する機器 

※開発支援するロボットは、要介護者の自立支援促進と 介護従事者の負担軽減に資することが前提 

※赤枠は新たに追加した項目（平成26年2月） 



福祉用具・介護ロボット実用化支援事業（厚生労働省） 
平成２６年度予算額 ０．８億円 （０．８億円） 

 
 
介護ロボットの活用や 
開発等に関する相談 
窓口を開設 
 

○電話による相談 
○ホームページによる相談 

相談窓口の設置 

【具体的な取り組み内容（平成２５年度）】  

 
 
実証に協力できる施設・事業所 
等をリストアップし、開発の状態 
に応じて開発側へつなぐ。 
 

○ホームページにて募集 
○協力施設・事業所等に対する研修 

実証の場の整備 

 
 
開発の早い段階から試作機器 
等について、協力できる施設・ 
事業所等を中心にモニター 
調査を行う。 
 

○試作段階での評価 
○介護現場において実証試験  等 

モニター調査の実施  
 
国民の誰もが介護ロボットに 
ついて必要な知識が得られる 
よう普及・啓発を推進していく。 
 

○パンフレットの作成 
○介護ロボットの展示・体験 
○介護ロボットの活用に関する研修  等 

普及・啓発 

         ○介護現場におけるニーズ調査の実施 
         ○介護現場と開発現場との意見交換の場の開催  等 
その他 



介護ロボットに関する相談窓口の開設について 

○開設日  ：平成２５年７月２９日 
○開設場所：公益財団法人テクノエイド協会内 介護ロボット相談窓口 
         （東京都新宿区神楽河岸１-１セントラルプラザ４階） 
 
 
 
 

○相談受付日時：平日（９時～１２時、１３時～１７時） 

専用電話番号：０３-３２６０-５１２１ 
（※つながらない場合には、企画部電話番号：０３－３２６６－６８８３） 

相談用ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：robot@techno-aids.or.jp 
  

（一般の方） 
○介護ロボットの種類や開発の状況、実用化し
ている機器の概要等を知りたい 

○施設で使えるものがあるかどうか相談したい 

○介護で困っていることがあるのだが、介護ロ
ボット活用した対応方法等について相談したい 

○介護現場のニーズを提供したい  等 

（開発に携わっている方） 
○介護ロボットの開発を計画しているが、介護
現場のニーズに合っているかどうか相談したい 

○開発中の介護ロボットについて実証試験をし
たいが、どうすれば良いか教えてほしい 

○介護現場のニーズについて相談したい 

○我が社の持っている技術が介護現場に活用で
きるか相談したい  等 

主な利用内容 

「一般の方・介護に従事する方」及び「開発に携わる方」の相談に応じます。 

※２２２件の相談実績（平成２６年１月時点） 



平成２６年度 モニター調査等の位置付けについて 

モニター調査の実施 

 介護現場において、使い勝手のチェックやニーズの提供など、企業が機器開発上有用となる情報を収集するためのモニ
ター調査を行う。 

現場においてモニター調査 

専門職による試用 

モニター調査の主な流れ 

企業へのフィードバック 

②専門職によるアドバイス支援の実施 

 高齢者や福祉用具に係わる専門職が専門的なアド
バイスを行うことにより、真に必要とされる機能・機
器の開発を促す。 

①介護職員等との意見交換の実施 

 介護施設等での自由な意見交換を通じて、当該機
器の対象者と適用範囲、期待される効果、開発に
あたっての課題等についての話し合いを行う。 

（１）専門職によるアドバイス支援等の実施 

（２）モニター調査の実施 

それぞれ 
の役割が 
異なる 

モニター調査と合わせて
実証試験を行うことも可

能 

 開発しようとする機器につい
て、有用性・安全性等につい
て仮説のもと試験計画を作
成し、現場において実証検
証。 

機器の設計 

コンセプト策定 

プロトタイプ製作 

実験・検証 

倫理審査 

実証試験 

販 売 

機器開発の主な流れ 

↑ ↓  ★近日、受付予定★ 



 
 
○高齢者の自立支援、介護実施者の負担軽減に資する
ロボット介護機器の開発・導入を促進します。 

 
 
 

○介護現場等のニーズを踏まえ、厚生労働省と連携
して「ロボット技術の介護利用における重点分
野」を特定し、その分野のロボット介護機器を開
発する企業等に対し補助を行うとともに、介護現
場への導入に必要な基準作成等の環境整備を行い
ます。 

ロボット介護機器開発・導入促進事業 
２５．５億円（２３．９億円） 

製造産業局 産業機械課 
03-3501-1691 

事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業の内容 

国 
大学・企業等 
で構成する 

コンソーシアム 

委託 

民間企業等 

補助 
（1/2,2/3） 

Ⅰ．重点分野のロボット介護機器の開発補助 

Ⅱ．介護現場への導入に必要な環境整備 

○安全・性能・倫理の基準を作成し、効果の高いロボット介護機器
を評価・選抜し、介護現場での実証試験実施や導入を促進す
る。 

ロボット技術の介護利用における重点分野 
（平成24年11月22日公表、26年2月改訂 経産省・厚労省公表） 

移乗介助 

排泄支援 

移動支援 

認知症の方の見守り 入浴支援 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ロボット介護機器開発５ヵ年計画 開発・導入支援のコンセプト 

ロボット介護機器開発・導入促進における考え方 

①単純・安価だから「使える」 
１０万円程度≪安価に≫ 

 
②２０２５年の需要に応える 
高齢単身世帯７００万台分 
介護職員２４０万台分 
≪大量に≫ 

機能の選択と集中 
≪ニーズ指向≫ 

複雑・高価なロボット 
２０００万円程度 

開発意欲のある企業１１３社 

介護ロボットの実証試験に関心のある 

介護施設や自治体など２８３機関 

マッチング 

① 開発対象を重点分野に限定 
② 成果に応じて補助対象を重点化・入替え
（開発競争） 

③ 優秀事例の優先展開（導入支援） 

「使える」ロボットの早期導入 

来年度から市場投入開始 

厚労省が集約 

経産省が集約 

海外展開に向けて 
 生活支援ロボットの安全の国際標準が、日本リードの下で年明けに発効。 
 介護ロボットの標準も、上記成果を基に日本リードでの策定を目指す。 





ロボット介護機器導入実証チーム 
 

 

○ロボット介護機器については、現場とのコミュニケー
ションの不足や先行事例が乏しいこと等、市場の不確
実性が高く、優れたアイディアを持ちつつも量産化に踏
み切れていません。 

○本事業は、量産化への道筋をつけることを目的として、
製造事業者と仲介者と介護施設がチームを組んで、実
際に現場で活用しながら、ロボット介護機器の大規模
な効果検証や改良を行います。 

○さらに、検証結果に基づく効果のＰＲ、普及啓発、教育
活動を通じて、ロボット介護機器導入の土壌を醸成し
ます。 

ロボット介護推進プロジェクト 
経済産業省 製造産業局 産業機械課 
   03-3501-1691 

公益財団法人テクノエイド協会 企画部 
   03-3266-6883 

事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業の内容 

国 

民間企業、仲介者、介護施設 
から構成されるチーム 

補助 
 製品製造・設置費用の1/2（※）、2/3 

 講習・効果測定費用の1/1 

 ※製造事業者等が大企業の場合は1/2 

テクノエイド協会 

ロボット技術の介護利用における重点分野 
（平成24年11月22日 経産省・厚労省公表） 

移乗介助 移乗介助 移動支援 排泄支援 見守り 

補助 

製造事業者 

仲介者 
（レンタル業者等） 

•ロボット介護機器の製造 

•導入講習計画の作成 

•効果検証計画の作成 

•導入講習の実施 

•効果検証の実施 

•改良点のフィードバック 

介護施設 
•ロボット介護機器の継続活用 

•効果検証への協力 

•製造事業者、仲介者、介護施設のマッチング支援 

•効果検証効果の集約 

•効果ＰＲ・普及啓発・教育活動 

介護現場におけるロボット介護機器の 
大規模な導入実証を実施 



ロボット介護推進プロジェクト 事業スキーム 

メーカー 仲介者 介護施設 

 初期ロットのロボット製造 

 導入講習計画作成 

 導入効果測定計画作成 

 導入講習の実施 

 介護現場への導入支援 

 

 導入効果測定の実施 

 改良点のフィードバック 

導入 

量産化 
への改良 

 導入講習への参加 

 介護施設における継続活用 

 導入効果測定への協力 

 

チームＡ 

チームＢ 

チームＣ 

開発実証事業   
補助率 

 製品製造・設置費用の２／３（中
小企業）、 １／２（その他） 

 講習・効果測定費用の１／１ 

公益財団法人テクノエイド協会 
メーカー、仲介者、介護施設のリスト化及
びマッチング支援 

 導入効果の集約及び効果を元にした
普及・広報・教育活動 

経産省 
定額
補助 

※例えば地域毎に仲介者と介護施設の組み合わせを変えるなど、メーカーは、
複数のチーム形成（複数の補助申請）を行うことが可能。 

製品費用の残り１／３又は１／２をチーム内で分担 

チームへ補助 

介護実習・普及センター及び地域包
括支援センター、市町村、福祉用具
貸与サービス事業者 等 



補助対象機器と補助対象チームの決定までの流れ 

機器申請 

審査委員会 

申請書の修正 

チーム申請 

事務局審査 

交付決定 

チームに対する審査 機器に対する審査 

不
合
格
 

保留（※１） 

受付 

不
合
格
 

合格 

交付申請 

受付（※２） 

※１ 保留の場合は書類が整い次第、不足分を提出または修正してください。 

※２ チーム申請は機器申請と同時に申請することも可能です。 

合格 

修正完了 

月１回実施 

逐次実施 



ロボット介護推進プロジェクトの活用 

本プロジェクトは、重点分野のロボット介護機器について 
  ○量産化の後押し 
  ○介護現場での利用の推進 
  ○利用効果の普及、教育活動 ･･･ 
 

高齢者・障害者の自立支援の促進と 
介護施設や居宅介護サービスにおける課題を解決する一助として 
  ○これまでの介護の在り方について、再点検を行うとともに、 
    ロボット技術を活用した福祉機器の活用を 
    メーカー、仲介者、介護施設等が共に考えるもの 
 

是非、この機会にメーカーと知り合って、チーム申請に繋げてください。 
また、相談窓口までご連絡ください。   



公募書類：http://www.techno-aids.or.jp/robocare/index.shtml 



（参考）介護ロボットに関するホームページ情報（テクノエイド協会） 
http://www.techno-aids.or.jp/ 



（参考）介護ロボットポータルサイト（経産省・産総研） 
http://robotcare.jp/ 



（参考）ロボット介護機器開発・導入促進事業 
～ 開発が進められるロボット介護機器 ～ 

★経産省プレスリリース（平成26年5月26日）：http://www.meti.go.jp/press/2014/05/20140528001/20140528001.html 








